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組織知識継承を実現する死蔵されない共有フォルダ構成法

斉藤 典明1,a) 金井 敦2

受付日 2012年4月19日,採録日 2012年10月10日

概要：現在，組織の知識を蓄積するために多くの組織では共有フォルダを用いてボトムアップ的に情報を
大量に蓄積している．しかしながら，多くの情報は情報管理の属人化がおこり，組織環境の変化によりど
こにどのような情報があるのかが分からなくなった結果，情報が死蔵され，組織知識の忘失がおこる．そ
こで，長くにわたって情報を継承してきた事例を基に，死蔵することなく組織の知識を継承する手法を検
討した．その結果，長期にわたって情報を蓄積するためには，時間（年度），知識分類，案件の順番で情報
を管理することが有効である．また，組織知識として蓄積・継承するべき知識の分類には 7つの項目があ
るが，そのうち組織の記録が最も重要であることが分かった．
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Abstract: Numerous information are stored in the shared folders for storing organizational knowledge by
members, day by day. However, the information management depends on the member’s memory, then many
stored information are hoarded by changing environment of the organization, at last organizational knowl-
edge is lost. In this paper, we examined the shared folder construction method which can avoid dead-stock,
based on the case study of sharing and storing information in the organization between the long-term. As
the result, we clarified that the shared folder which was constructed by the layer of time (year), knowledge
classification, and matter can avoid hoarding. The knowledge classification had seven types, and the record
of organization was the most important classification in those.
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1. はじめに

組織活動を行うには，組織における目標・ビジョンが明

確であること同時に，組織のメンバに目標・ビジョンが浸透

していることが必要である [1], [2]．そして，目標・ビジョ

ンを達成するためには，組織としてスキル・知識を保有す

る必要がある．そのためには，組織メンバ間での知識のも

ととなるべき情報が共有されていることが必須となる．ま
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た，それと同時に，組織活動は様々な環境の変化に柔軟に

変化してゆくことも求められる．このとき，環境の変化と

ともに蓄積してきた組織の情報や知識が忘却されることは

組織活動を衰退化させてしまうことになる．変化への対応

には組織のコアな知識（技術やノウハウなど）を残したま

ま組織を変革してゆく必要がある [3]．

このようなテーマに対して，従来から古参メンバから新

任メンバに紙または口頭で様々な経験を通して組織の知識

（ノウハウ）を引き継いできた．WWWが考案され世界中

に広がったこの 20年間では，オフィスワークの様々な情報

が電子化されて流通するようになった．そのため，古参メ

ンバから新任メンバへの知識の継承も電子的な情報によっ
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て行われるのが一般的になってきていると考えられる．し

かしながら，多くの情報は，情報管理の記憶が個人に紐づ

いているため（情報管理の属人化），長期の運用の中で，組

織のどこかには記録が残っているはずだが誰も効果的に取

り出すことができないという，情報が死蔵された状態にな

りがちである．

そこで本研究は，研究組織においておよそ 10年間とい

う比較的長い期間ネットワーク上で組織の情報が蓄積・継

承されてきた事例をもとに，より長期間にわたる組織の知

識共有を実現するための指針を示す．具体的には，長期運

用により死蔵されない共有フォルダのフォルダ構造の提案

と 2年間の運用実験と長期運用を想定したシミュレーショ

ンにより有効性を確認する．

2. 研究の背景

まず，組織における情報と知識の概念について定義する．

定義にあたってデータ，情報，知識の整理方法についてい

くつかの文献を参考にし [4], [5]，本論文では次のように定

義する．

情報：組織活動によって生じた様々な可読性のある文書

知識：情報のうち，組織活動における問題解決（判断や作

業効率向上）に有益な文書

次に，このような情報を広く集め組織内で利用できるよ

うにした状態を情報共有（Information Sharing）と呼

ぶ．広く集められた情報は，そのときそのときの様々な

問題を解決するために知識として活用される．また活用

された知識は，記録として蓄積され組織内で共有されて

ゆく（図 1）．組織内の情報を組織の知識として蓄積・活

用・発展させて組織の競争力を強化してゆくには，このよ

うな活動を継続的に繰り返すことになり，これを知識共有

（Knowledge Sharing）と呼ぶことにする．

従来からの情報共有・知識共有では，メンバそれぞれが

持っている情報をネットワーク上に蓄積し，相互に参照

できるようにすること．また，蓄積されている情報相互

を結び付けることにより，蓄積されている情報を知識と

して使える環境を提供するアプローチである．特に 1990

年代当初は知識共有のアプローチの萌芽期であり Answer

Garden [6] や FISH [7] など組織内の専門家の知識を対話

ベースで蓄積・共有してゆくアプローチが考案されている．

WWW [8]もまたこの時期にグループの知識共有目的で考

案されている．

これらは 1990年代前半までは，試行錯誤の段階であり

なかなか成功しなかったものの [9]，1990年代半ばになる

とWWWが世界的に普及し，ネットワーク上で様々な情

報を共有すること，ハイパーテキストで情報と情報を結び

付け情報を知識として利用することが一般的になった [10]．

そのため，広範囲なネットワーク上のほぼ同じ時間軸上で

共有されている情報の中から必要な情報を取り出し知識と

図 1 知識モデル

Fig. 1 Knowledge model.

図 2 知識共有のパラダイム

Fig. 2 Paradigm of knowledge-sharing.

して活用するアプローチが中心課題であったといえる．そ

のため，情報空間の広がりを活かして知識を共有するアプ

ローチであると位置づけることができる（図 2-A）．

さらに，2000年代になって，MS-Office形式や PDF形

式 [11]のドキュメントの一般化とTCP/IPネットワークと

Windowsネットワークの統合となる samba環境 [12]の普

及によりネットワークを介したファイル共有による情報の

共有，Webを使ったグループウェアの一般化による情報の

共有が普及した．このようなことから企業活動における情

報共有は定着し，知的活動を行うために必要な情報がネッ

トワーク上から広く自由に取り出せるようになった．特

に，以前から野中ら [2]によって提唱されてきた組織におけ

る知識の創出と連続的なイノベーションにより競争優位に

導くナレッジマネジメント（Knwoledge Management）

の考えが定着したのがこの時期である．ここでは，組織に

おける知識はボトムアップで蓄積され，ミドルマネジメン

トで「暗黙知」から「形式知」へ変換されながら活用され

てゆくと考えられている．

一方で，この 20年間，世の中は急激に変化し，産業構

造の変化だけでなく価値観の変化も起こり，これらの変化

に適応してゆくために様々な組織で組織内外の変革や組織

の再編を行ってきている．これらはイノベーションによる

現状の打破が期待されている．そして，世の中の変化に適

応してゆくためには，これまでの組織構造を単純に組み換

えてゆくことや，新しい技術の導入だけではうまくいかな

い [4], [13]．これまでの成功や失敗を含めて蓄積してきた

組織の知識を活用してイノベーションを起こすことが必要

になる [14]．
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2010年代の今日，組織における情報共有・知識共有の必

要性が認知され，様々な情報や知識が広くネットワーク上

に存在するにもかかわらず，組織における知識の継承や活

用の方法論は発展途上である．組織における知識の蓄積が

必要であることは経営層にも十分に認知されていると考え

られる．そしてトップマネジメントにより知識を蓄積・組

織全体で活用というアプローチであれば，十分なリソース

をかけて，大量の蓄積した情報を知識として利活用できる

環境を強力に推し進めることもできる．しかしながら，あ

る調査では「情報・ナレッジの共有/再利用環境の整備が

重要」と答えているものの実施率は低い [15]．このような

ことから，トップダウン的に情報や知識を共有してゆくの

は難しい．

一方で，組織の知識はボトムアップで蓄積されるという

考え方 [2]に基づけば，情報共有・知識共有は日常の共同

作業を行うチームが必要に応じて自然な形で日々蓄積して

ゆく活動ということができる．たとえば，東日本大震災の

とき，情報システムで必要だったものは情報共有を第 1に

あげている [16]．このようなことから，情報ネットワーク

の利用が一般化した現在，共同作業の現場においては，単

純な共有フォルダなどリソースをあまりかけずに様々な情

報・知識を蓄積し活用しているのが実態であろう．

このような状況を 1990年代と比べると，2010年の今日

は，組織における知識は競争力の源になることから，組織

の知識を蓄積してゆく重要性が認知されるとともに，組織

活動はネットワーク環境上で実施され様々な活動の記録が

保存・利用できる状況になっている．特に注目するべきこ

ととして 2000年以降は，多くの組織で様々な情報がディジ

タル化・記録が進んでいることと，様々な電子フォーマッ

トが現在と互換性があるため，保存さえしてあれば今でも

活用できる状態になっていることである．そのため，組織

内にはあふれるほどの情報がすでに蓄積され，活用するべ

き知識は，組織外ではなく自組織内に存在している．この

ことから，自組織内に埋もれて眠ってしまっている情報を

知識として有効活用するアプローチのパラダイムを考える

時代になったといえる（図 2-B）[17]．

このような要件に対して従来から Lifestreams [18]，や

Time-Machine-Computing [19]など，ユーザが記録してき

た情報を時間軸で整理し活用するようなユーザインタフェー

スのアプローチが提案されてきている．オフィス内には大

量の電子データが蓄積・利用できる状態になってきたため，

このような時間軸を利用するアプローチを組織における知

識の活用という観点でより具体化してゆくことが現実的に

なりはじめている．

このような長期にわたって組織に蓄積されている情報を

組織の知識として活用する活動は，組織の知識の継承とい

う観点で整理することができる．この観点で見るといくつ

かのアプローチがある．

1つ目は知識移転（Knowledge-Transfer）であり，組

織におけるコアな知識は，最終的には個々人の知識に行き

着くが，特にコアな人材である有スキル者の知識を組織に

残すというアプローチがある．組織内では自然と “作業の

属人化”が起こっている．これにより有スキル者が組織か

ら離れることにより，組織の知識の忘却が起こり，組織の競

争力が落ちてゆくということが課題である．そこで，有ス

キル者の技能をいかに後任に伝えてゆき，組織としての知識

を持続するかというアプローチがある [20], [21], [22], [23]．

もう 1つは知識保持（Knowledge-Retention）であり，

組織活動により知識を創出するアプローチである．組織に

属することによりメンバそれぞれが知識を持ち寄るだけで

なく，組織内の様々なプロセスや経験を通して組織として

の知識が蓄えられる．たとえば，組織における意志の決定

プロセスや価値観などである．これら組織の知識の創出に

必要な環境維持してゆくアプローチである [24], [25], [26]．

組織が長期的に存続するには，様々な環境の変化をく

ぐりぬける必要がある．特に，ここ 20年は激動の時代で

あり，これまでの価値観やマネジメント手法が役に立た

ない局面もある [27], [28]．このとき，本研究では過去の

経緯を無視して新しい取り組みを導入することは蓄積し

たコアとなる知識の喪失につながるため，蓄積してきた

過去の知識や取り組みをふまえたうえで新しい判断をす

ることが必要であると考えた．このような，過去の出来

事をふまえたうえで新しい時代に合わせて判断や組織の

知識の再構成するアプローチを，本研究では組識知識継

承（Organizational-Knowledge-Inheritance）と新し

く定義する．

このような組織知識の継承を分析・活用するには，長期

にわたる事例研究により組織知識の継承の実態把握や有効

性の判断が必要となる．しかしながら，長期にわたる組織

知識継承についてまとめた事例は非常に少ない [29]．そこ

で，本研究はこのような長期にわたる組織知識継承の事例

研究の 1つと位置付けることができる．

3. 事例検証

組織において知識を蓄積し活用するという活動に関して，

組織の構成員や組織それぞれにとって，どのような方法で

あれば定着するのかがまだ分かっていない．特に，長期間

にわたる利用状況は経験に依存するため定量的に分析する

ことは難しい．そこで，検討のとりかかりとして，NTTの

研究部門を例題におよそ 10年間にわたって情報を蓄積・

継承した事例をもとに検討した．

NTTの研究所においては，1999年の NTTの再編 [30]

からの体制が現在まで引き継がれている．また，情報シス

テム環境は，1999年頃以前はMachintosh系の文書，さら

に以前は特定のワードプロセッサの文書が主流であったた

め，ある時期から古い情報はデータが残っていても分析が
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できない状態である．しかしながら 1999年頃以降の情報

ネットワーク環境は，主流のOSはWindowsであり，主流

の社内文書もMS-Office系となり，ファイル共有も samba

環境となった．以上のことから，組織環境，情報ネット

ワーク環境ともに現在とほぼ同じになった 2000年から現

在までの情報共有・情報継承の事例分析を行った．

3.1 対象組織の特徴

ここで検証する研究部門は，20人程度の研究グループ

とそれらを複数束ねた研究プロジェクトである．研究プロ

ジェクトには，上位階層として研究プロジェクトを複数束

ねた研究所がある．よって，上から順に研究所，研究プロ

ジェクト，研究グループという階層構造を持った組織であ

る．このうち，組織における知識は組織構成員によって持

ち込まれ，組織活動の中で共有されることにより組織の知

識となることから，組織構成員が直接活動する研究グルー

プ，および活動の単位である研究プロジェクトに焦点をあ

てて検証した．

研究グループにおいては，組織の代表者であるグループ

リーダと組織構成員からなっている．人数はチームによっ

てばらばらであるがほぼ 20人程度が適正規模として運用

されている．研究グループのメンバは，共通の分野に対し

てそれぞれが研究活動を行い，所属期間の長いメンバから，

転入したばかりの所属期間の短いメンバもおり，該当分野

に対する知識量は必ずしも同ではない．特に，グループへ

の転入，転出は一定の頻度で起こるため，組織構成員への

知識のフォローはつねに必要である．10年というスパン

で見ると，最初からいたメンバは 20人中，1人ないしは 2

人程度になる（20人の組織で，毎年 2人転出入があると単

純計算で 10年で全員入れ替わる）．そのため，組織のメン

バがかわっても組織として継続的な研究活動ができるよう

にする必要がある．ただし，グループ全員が 1度に交代す

るということはないため，そのときにいるメンバが新任メ

ンバに対して，そのグループで必要な知識や文化を個別に

レクチャするか，日々のイベントを体験しながら習得して

ゆくスタイルになる．このとき，ふだんからお互いに融通

し合える情報や，グループとして共有するべき情報は共有

フォルダやグループ内のWebサーバを活用して共有する

ことによって効率化している．実際に，調べたすべての研

究グループで，グループ独自の情報共有のための共有フォ

ルダを有していた（表 1）．表 1 は，同じ時期に研究グルー

プが発足し，ほぼ同じ時期に共有フォルダのデータ量を調

べたものである．グループ内の担当者に閉じているもの，

グループ内で共有されているもの，グループ外のメンバを

含めたワーキンググループで共有している情報のデータま

で含まれている．活動の最小単位である研究グループにお

いて活動期間の間で確実に情報が蓄積されている．これら

がうまく活用されているのかどうかは，いくつかの事例を

表 1 共有フォルダ活用事例

Table 1 Use tendency of shared folders.

用いて 3.2節で検証する．

研究プロジェクトにおいては，研究グループを複数束ね

た組織であり，おおよそ 60人程度の組織である．研究グ

ループに属さないメンバとしては，研究プロジェクトの代

表者となる，プロジェクトマネージャとその補佐担当，ア

シスタントから構成されている．プロジェクトマネージャ

は各研究グループの方向付けを行い，補佐担当はプロジェ

クトマネージャをサポートしつつ研究プロジェクト内外の

様々な調整を行う [31]．そのため補佐担当は，情報管理と

いう観点において，下位組織である研究グループの情報を

集約して研究プロジェクトの活動にしてゆく役割，上位組

織である研究所の方針を研究プロジェクト内に共有する役

割，研究所内の同列の研究プロジェクトどうしで情報の水

平展開をする役割があり，野中ら [2]の指摘する社内情報

のタテとヨコの流れが交差する立場にある．

補佐担当を含め，組織の代表者であるプロジェクトマ

ネージャ，グループリーダは，一定期間（補佐の場合およ

そ 2年）で確実に交代する．交代に際しては，1週間程度

の引き継ぎ期間で組織におけるあらゆる情報を引き継ぐ．

交代後は，過去のことも含めて代表者として責任を持って

継続的な組織活動のマネジメントを実施する．マネジメン

トスタイルは代表者の個性に基づいて新しく変革し世の中

の変化に適応してゆく必要があるものの，組織の強みはこ

れまでの蓄積を引き継ぐ必要がある．そのため，蓄積され

てきた組織に関わる情報は過去にわたって十分に知る必要

がある．特に，情報管理という観点では，補佐担当が中心

的であるため，情報の引き継ぎについては特に意識が高い．

そのため，補佐担当において 10年にわたって引き継いだ

情報の事例を用いて 3.3節で検証を行う．

ここで，検討対象とする引き継ぎ資料について定義して

おく．引き継ぎ資料とは，前任者から後任者に業務を引き

継ぐために用意する資料であり，業務手順や背景を説明す

るために用意した容易に利用可能な資料とする．反対に，

引き継ぎ資料から除外するものは，管理対象の資料である．

たとえば，段ボールや書庫にそのまま蓄積されている記録

資料などである．いい方を換えると，同じ資料であっても，

後任者が容易に活用できない状態であれば管理物品とし，

容易に活用できる状態であれば引き継ぎ資料と扱うことに

する．
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3.2 引き継ぎを意識しない情報蓄積の事例

検討にあたって，まず研究プロジェクト内の研究グルー

プにおける典型的な情報の共有と蓄積方法を事例ベースに

紹介する．研究プロジェクト内には（2009年の調査時点で

は），5つの研究グループがあり，すべての研究グループに

共有フォルダがあり，基本的に研究グループ内に閉じて運

用されていた（表 1 の G1～G5）．その他の研究プロジェ

クトについても，共有フォルダを用いて研究グループ単位

で情報が蓄積・活用されている．そのため，各研究グルー

プにおいて知識となる情報を確実にボトムアップで蓄積し

ている実態が分かる（例外として，研究グループに閉じな

い共有フォルダとして，研究所横断的なワーキンググルー

プでの利用と，共有フォルダ以外の方法として，グループ

内Webの利用がある）．これらの利用の中で代表的な事例

を 3つほど取り上げる．

3.2.1 事例 1

1つ目の事例は，研究プロジェクト内に所属する研究グ

ループである（表 1 のG2）．この研究グループは，研究プ

ロジェクト発足と同じ時期に発足し，古い記録の中には，

活動項目自体がグループ外に転出しているものや，情報

共有・情報蓄積という活動そのものが十分に定着していな

かったため記録が希薄な時期もある．また，グループメン

バの転出入も活発であるため，共有フォルダの中身が分か

らなくなるという事象が発生した（2006年）．このとき，

古い情報は廃棄してよいのか判断がつかないため，それ以

前のものはそのまま固める形で保存した．そのため，この

時点でのファイル構造は，長い運用の中で中身が分からな

くなる性質を持っているといえる．このときの共有フォル

ダの構造は次のとおりであった．

• 第 1階層：グループ名，活動名などの分類

• 第 2階層：案件ごと

• 第 3階層：（必要に応じて）年度ごとや案件の小項目

ごと

このような構造では過去の分類が分からなくなるという

課題から，このグループでは，第 1階層を年度単位に変更

し次のようにした．

• 第 1階層：年度ごと

• 第 2階層：案件ごと

• 第 3階層：（必要に応じて設定）案件の小項目ごと

その結果，メンバの入れ替わりがあっても資料内容が

はっきりする共有フォルダ構成となり 2011年度以降まで

も続いている（表 2）．よって，ここでの事例は長期間運

用するための 1つのヒントになるといえる．なお，ここで

「案件」とは，活動や取り組みなどの塊を表す単位の意味で

ある．

3.2.2 事例 2

2つ目の事例は，発足当時は該当の研究プロジェクトに

所属していたが，現在は転出し他のプロジェクトに所属す

表 2 共有フォルダ利用の変遷事例

Table 2 History of use tendency for shared folder.

表 3 共有フォルダ活用事例

Table 3 Detail of shard folder.

る研究グループの例である（表 1 のG6）．この研究グルー

プも，事例 1の研究グループと同じ活動実績を持っている

が，事例 1の研究グループほどグループメンバの入れ替わ

りは多くない．そのため，半固定的なメンバの間で運用さ

れている共有フォルダであり，利用状況は表 3，フォルダ

構造は次のとおりであった．

• 第 1階層：グループ名，活動範囲などの分類（5個）

• 第 2階層：案件ごと（第 1階層の 5個についてそれぞ

れ 47個，9個，66個，59個，30個）

• 第 3階層：（必要に応じて）年度ごとや案件の小項目

ごと

データ量は非常に多く長期間属しているメンバにとって

は，どこにどのような情報が蓄積されているのかは分かる

ものの，（頻度の少ない）転入者など第三者から見ると，第

1階層，第 2階層が何に基づいての分類か分からない．ま

た，一連の資料が重複して存在するフォルダにばらばらに

蓄積されている場合があり，いつの資料なのか分からない，

古い資料と新しい資料が混在しているなどの問題がある．

その結果，必要なファイルが共有されているものの，新任

メンバは古参メンバに必要なファイルの場所を確認すると

いう事象がたびたび観測されており，まさに情報管理の属

人化が起こっている．

3.2.3 事例 3

3つ目の事例は，研究プロジェクト内のWeb上の共有

フォルダである．これは，スケジューラと連動した情報共

有用のWeb上の共有フォルダであり．研究プロジェクト

発足の初期の段階から，上位組織である研究所の方針で各

プロジェクトで運用するスケジューラを停止する 2010年

まで活用されていた．Webの運用としては掲示板としての

運用は定着していたものの，資料共有の場としては死蔵し

ているという状態であった．そのときのファイル構造が次

のとおりである．

• 第 1階層：グループ名・役割などの分類（25個）

• 第 2階層：案件ごと（9個）
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ここでの問題点は，長い運用の中で，古い情報と新しい

情報が第 1階層で混在していた．古く当面は不要な情報で

あることは誰もが認知しているものの，メンバの入れ替わ

りや体制の変更により，古い情報の管理主体が不明確にな

り，公式に消してよいという判断を誰もできないために，

古い情報が整理できずにそのままになっていた．

3.3 引き継ぎを意識した情報蓄積の事例

一方，該当プロジェクトの補佐担当の間では，およそ 10

年間となる 2000年 12月から 2011年 3月までに 5人の補

佐が担当し（年代順に A～Eとする），それぞれの引き継

ぎ資料が電子ファイルとして継承されてきている（表 4）．

データそのものは Dから Eへは CD-Rで継承されており，

B～Dまではローカル環境のハードディスクに展開して利

用し，Eからはネットワーク上の共有フォルダとして利用

している．引き継ぎ資料は，電子メールデータと電子ファ

イルの 2種類ある．電子メールデータについては，メーラ

の種類によって再現性が乏しく，古いデータは現在使われ

ていないメーラのフォーマットであることや，担当者に

よっては電子メールデータを引き継がないこともあったこ

とから，事例検証としては電子ファイルの方のみを引き継

ぎデータとして位置づけた．

3.3.1 事例 4

ある事例では，マネージャクラスでは 1日に 100通程度

の電子メールを処理しているといわれている [2], [31]．オ

フィス業務を単純に 1日の電子メールの分量で評価するこ

とは定式化されていないが，経験的にその日の業務の分量

を知る手立てになる．補佐担当においても 1日に 100通/

日程度の電子メール量である．このような日常 100通/日

の電子メールが行きかう業務においては，ふだんから行き

かう情報をていねいに分類整理することが難しい．しかし

ながら，まったく整理しないと情報の洪水にのまれてしま

う．そこで，大量の情報を的確に処理・管理してゆくには

短時間で簡単なラベル付けをすることによって分類整理し

てゆくことがコツの 1つになっている．5人の補佐担当間

で引き継がれた電子データについても，そのような簡単な

ラベル付けに相当する単純なフォルダ構造による分類整理

表 4 情報継承の事例

Table 4 Information inheriting.

で情報が蓄積されている．この分類のフォルダ構造は次の

とおりであった．

• Aの分類（2000.12～2002.10）：

第 1階層（年度），第 2階層（案件）

• Bの分類（2002.11～2004.10）：

第 1階層（年度），第 2階層（案件）

• Cの分類（2004.11～2006.6）：

第 1階層（年度），第 2階層（案件）

• Dの分類（2006.7～2008.6）：

第 1階層（年度），第 2階層（案件）

• Eの分類（2008.7～2011.3）：

第 1階層（年度），第 2階層（種類），第 3階層（案件）

ここで特徴的なことは，フォルダ構造の第 1階層はすべ

て年度であることである．年度と活動の種類が明確にされ

ているため古い情報であっても，必要であればいつでも取

り出せる状態になっている．このような構成であれば過去

の情報蓄積方法に関する知識がなくても，過去に判断した

ことや過去の知見を活用するための必要情報の有無や関連

の情報も含めて容易に探し出せることが経験的に得られ

た．このことは，時間軸でうまく分類することにより，よ

り分かりやすい情報の構造を作ることができるという可能

性を示している．

また，Eの第 2階層の「種類」とは，同じ種類の案件を

複数束ねたものである．この第 2階層は，1つのフォルダ

内に非常に多くのファイルやフォルダが存在することによ

り目的のファイルやフォルダが探しにくくなることを防止

するために存在している．

3.4 継承するべき知識

事例 1から事例 4を通して，長期間にわたって情報を蓄

積し活用しやすいフォルダ構造があることが分かった．し

かしながら，フォルダ構造において年度以外の分類につい

てどのような項目がよいのかが分かっていない．そこで，

長期間継続可能な分類を明らかにするための検討を行った．

検討にあたって，研究所内のマネージャクラスに，現在の

業務および組織にとってどのような知識が必要であり，継

承してゆくべきか，というアンケートをとり，分類分けの

ヒントを得ることとした．

より体系化して検討するために，情報や知識の継承で必

要なことを，それぞれ 3項目からなる 2つの質問カテゴリ

のマトリックスの合計 9項目の質問と，質問カテゴリにこ

だわらない自由記述形式項目の合計 10項目について，研

究所内の研究チームの有識者にアンケートを行った．用意

した質問カテゴリについては，次のとおりである．「情報・

知識レベルのカテゴリ」として「知っていて当然なこと，

知っておくべきこと」，「蓄積するべきこと，引き継ぐべき

こと」，「体系化するべきこと，維持管理してゆくべきこ

と」，「共有範囲のカテゴリ」として「担当者として」「作業
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表 5 アンケート項目

Table 5 Questionnaires for need of knowledge inheriting.

チームとして」「所属組織として」である．具体的なアン

ケート表を表 5 に示す．

アンケート結果として 11人から 141項目の回答があっ

た．回答は思い思いの自由な文章であったため，そのまま

では集計できない．漠然とした文言の中から特徴を把握す

るために，アンケートで得られた項目について親和図法

（Affinity Diagram）[32]の流れに従って分類した．各項

目について類似の項目をグルーピングし，グルーピングし

たものに対してタイトルをつけた．その結果， 1©～ 7©の分
類ができ，それぞれの特徴と具体的な例として次のような

項目になった．

1©体系化された知識に関する項目：
各分野の専門知識，基礎知識など

2©状況に関する項目：
市場動向，開発環境，競合他社動向など

3©インデックス情報に関する項目：
人脈リスト，特許リスト，物品収納場所など

4©記録に関する項目：
これまでの対応状況，研究開発の振り返りなど

5©考え方に関する項目：
プロダクトコンセプト，研究戦略，指標の考え方など

6©方法に関する項目：
作業標準，事務手続きなど

7©スキルに関する項目：
特許の書き方，論文の書き方など

このように分類された項目について，これらは情報の有

効性の時間的長さで比較できると考えられるため，情報の

時間的特性を軸にマッピングした（図 3）．図において軸の

上の方がより情報の有効性が長く，あまり変化しない情報

であるので静的な情報である．図の下の方は情報の有効性

図 3 蓄積・継承すべき知識項目

Fig. 3 Knowledge items at knowledge sharing and inheriting.

が短く，つねに変化する動的な情報である．先の 1©～ 7©を
この軸にマッピングすると， 1©と 7©の項目は，いろいろ
な情報や事実を総合的に組み合わせて得られる，より普遍

的な情報や知識に近いものである．いわゆる “形式知”と

いうべきものである．そのため，あまり変化しないものと

いう位置づけで考えられる． 4©は過去の事実であるので変
化はしないものの，組織におけるその記録に関するとらえ

方は時間が経過すると変化する可能性のあるものである．

5©はそのときそのときの断片的な情報や知識であり，時
間が経過すると次第に変わってゆくものである． 2©， 3©，
6©はそのときそのときのスナップショット的な情報やその
ときそのときに最適なやり方であり，組織を取り巻く状況

はつねに変化してゆくためにこれらの情報はつねに変化す

る情報と考えられる． 2©～ 6©は，まさに組織活動によって
暗黙知が形式知に変換されて組織活動として実践される項

目である．

4. 事例を基にした共有フォルダ構造の提案

事例 1～事例 4を見てきたように，すでに多くの情報が

組織内に蓄積され継承されてきている．特にこれらは，組

織のトップダウン的に開始されたものではなく組織文化と

して自発的に情報を蓄積してきており，知識共有に必要な

マインドが根付いているが蓄積情報が死蔵された部分につ

いては改善の余地があることを示している．このことから，

自組織内に蓄積されてきた情報を活用した知識共有という

新しい知識共有のパラダイムが有効になっていることの裏

付けとなる．次に個々の事例について詳しく見てゆく．

事例 1～事例 3で読み取れることは，組織メンバにとっ

て必要な情報が共有フォルダを用いて蓄積・継承される文

化は年々定着している．しかしながら，期間が長くなるに

つれて，古い情報が新しい情報の共有を阻害するという運

用になりがちである．いいかえると，情報共有には適する

が情報の継承には適さないフォルダ構成があることが分か

る．このような運用を回避するためには，年代を明記する

ことが有効であることを示している．

事例 4では，事例 1～事例 3と大きく異なるのは，情報蓄

積者において，自分自身の利用のほかに，情報を引き継ぐ

という意識が働いていることである．日々の大量に流れる

情報の中で軽微な情報の分類をしつつ，利活用できる形で
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情報を引き継ぐための工夫の 1つが，情報の年代を明記す

ることであった．これが研究所内の複数のプロジェクトの

中で唯一長期間の保存に耐えている方法であることから長

期保存に有効な特徴を有していると考えられる．さらに，

事例 1では途中から事例 4と同様の方法に変更され，少な

くとも 3年以上定着していることから，この方法は有効で

あると結論づけられる．よって，情報の継承に必要なフォ

ルダ構造は第 1階層として時間軸で（年度ごとに）分類さ

れていることが必要である．

また，事例 4では同一業務の人物間で情報が引き継がれ

たために年度が分かれば蓄積情報の分類分けは問題になら

なかった．ただし，蓄積情報の利便性を良くするために案

件をグルーピングしたカテゴリ分類が有効であった．一方

事例 1～事例 3においては複数人で情報を共有・蓄積したた

めカテゴリ分類がばらばらになり，知識として活用する時

点でどこにどのような情報があるのか分からないという混

乱が生じ，結果として情報が死蔵されてゆくことが分かっ

た．このことから，情報の継承に適したフォルダ構成には

後々分かるカテゴリ分類が必要であることも示唆される．

このカテゴリ分類について，組織内のマネージャクラス

へのアンケートからの知見として， 1©「体系化された知識
に関する項目」， 2©「状況に関する項目」， 3©「インデック
ス情報に関する項目」， 4©「記録に関する項目」， 5©「考え
方に関する項目」， 6©「方法に関する項目」， 7©「スキルに
関する項目」の 7項目を抽出した．抽出結果については研

究プロジェクト内の有識者によるレビュでも妥当と判断で

きたため，情報の継承のために後々理解可能にするために

7つのカテゴリ分類手法があると結論付けた．

以上の事例 1から事例 4とアンケート結果から総合的に

情報の継承のためのフォルダ構造として，年度（第 1階層）

のカテゴリの下に 7つのカテゴリ分類（第 2階層），その

下に個々の案件のカテゴリ（第 3階層）を持つ構造を提案

する（図 4）．ここで，第 1階層，第 2階層は大きく変動す

るものではない構造のため，主に共有フォルダの管理者に

より設定されるものを想定している．第 3階層以下が，一

般ユーザが必要に応じて自由にフォルダを生成または，資

料のファイルを配置することを前提としている．

図 4 長期運用に適したフォルダ構造

Fig. 4 Shard folder structure for long-term knowledge-sharing.

提案方式：

第 1階層 → 時間軸として年度

第 2階層 → 知識項目としてのカテゴリ分類

第 3階層 → 一連の資料の塊となる案件分類

5. 運用実験とシミュレーションによる評価

次に，提案方式によって構造化された共有フォルダが，

組織の中で適応できるかを検証する．検証にあたって，実

際に評価可能な期間における運用実験と，目標とする長期

間運用については実評価が難しいためシミュレーションに

より評価を行うこととした．

運用実験では，組織内での利用を徹底することが目的で

はなく，組織を取り巻く環境の変化に対応できるのかどう

かを検証することを目的とした．そのため，まずは研究プ

ロジェクト共通に役立つ情報であり，組織内に公開できる

範囲の情報で分類蓄積した（プロジェクト内といえども

特定の範囲でしか参照させない人事情報などは対象外と

した）．

5.1 提案方式の運用実験

運用実験では 2009年度と 2010年度の 2年間実施した．

その結果，2009年度は，4.3 GB・約 3,300ファイル，2010

年度は 2 GB・約 650ファイル（職場のレクリエーション

の記録画像データを除く）を分類蓄積できた．

分類にあたって，7つのカテゴリは，これらがカテゴリ

名称になるのではなく，もう少し細分化した項目で作成し

た．たとえば，“記録に関して”であれば，レクリエーショ

ンや，特定の会合名や研究活動名に分類した．その結果，

2009年度のフォルダ内には，第 2階層として 8フォルダが

あり，その下に第 3階層としてフォルダまたはファイルが

ある．2010年度のフォルダ内には，第 2階層として 8フォ

ルダがあり，第 3階層として同様にフォルダまたはファイ

ルがある．

2 年間の実際の利用において，7 つのカテゴリ（以下，

図 3 の 1©から 7©を「体系化された知識」，「状況」，「イン
デックス」，「記録」，「考え方」，「方法」，「スキル」と略すこ

とにする）ごとに分類すると，「状況」，「記録」，「考え方」，

「インデックス」に関する情報が出現したものの，「体系化

された知識」と「スキル」は出現しなかった（表 6）．一

方，1年目の運用において共有フォルダをコラボレーショ

ンの場として用いるカテゴリを作ることが利用の定着に有

効であることが判明した（ファイルの受け渡しや集計のた

めに共有フォルダを利用する事例である：図 3 の 8©）た
め，8つめのカテゴリが作られている．しかしながら，こ

こでは情報・知識の蓄積と継承という趣旨からこのカテゴ

リは検討の対象から外すこととし，表 6 では「その他」に

分類してある．

2年間をならしてデータ量の分布を見ると，主に「記録」
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表 6 分類事例

Table 6 Detail of shard folders between 2 years.

図 5 カテゴリ別情報のデータ量による比較

Fig. 5 Classification by volume of data.

図 6 カテゴリ別情報のファイル数による比較

Fig. 6 Classification by number of file.

と「状況」に関する情報の蓄積が主流となった（図 5）．

データ量による評価ではバイナリファイルの多さで偏って

しまうため，ファイル数で分布を見た（図 6）．ファイル数

の分布の場合，「記録」と「状況」で割合の逆転はあったも

のの，やはり「記録」と「状況」が主流を占めた．

5.2 提案方式の評価モデルによるシミュレーション

本提案する共有フォルダ構造（図 4）は，第 1階層が年

度など時間に関する区分であり，第 2階層が，蓄積されて

いる情報のカテゴリ，第 3階層が案件名などのフリーなカ

テゴリである．提案方式と対比するフォルダ構造として，

これまでの事例を参考に，第 1階層が所属や立場などの分

類，第 2階層が案件名などのカテゴリ，第 3階層が年代と

し，これを従来方式とする．本章では，次に述べる評価用

の利用モデルを両方式にあてはめて探索コストを評価する

ことにより，フォルダの構造に関する理論的な比較を行う．

5.2.1 評価用利用モデル

比較評価にあたって両構造に共有化した単純化したモデ

ルケースを導入する．まず，組織における共有フォルダの

利用方法として，毎年 1,000個のファイルが増加し，10年

間で 10,000個のファイルが作成されるとする．基本的に，

毎年の活動は前年度の活動を踏襲しているが，変化への対

応があるため案件ごとのフォルダは 10%が入れ替わり，10

年間ですべての案件名が入れ替わると仮定する．

検証シーンとして 2種類考える．1つ目として，年度単

位の研究計画を策定するシーンである．ここでは，前年度

の研究計画や活動を振り返り作成するものとする．そのた

め，前年度の資料を必要に応じて参照するシーンを想定し，

フォルダ構造の比較評価をする．2つ目は，蓄積時期不明

の過去の資料を探すシーンである．いつの時点の情報なの

かがあいまいであり，複数年にわたって資料を探すシーン

である．ここでは 10年分のフォルダの中から年数の深さ

で探索するシーンを想定し，フォルダ構造の比較評価を

する．

5.2.2 フォルダ構造モデル

次に，提案方式と従来方式の構造のモデルケースを定義

する．前提条件として，フォルダやファイルは偏りなく均

等に存在するものと仮定する．

このとき提案方式の場合，単純化し次のようになること

を想定する．

• 提案方式によるフォルダ構造モデル：
第 1階層：年度フォルダ：毎年 1フォルダ追加し 10

年間で 10個

第 2階層：提案カテゴリフォルダで毎年 10個作成

第 3階層：案件名フォルダで毎年 10個作成

ファイル：第 3階層の各フォルダに 10個ずつ作成

これに対して，従来方式の場合も，同じ程度のフォルダ

数の増加になるように次のように想定する．

• 従来方式によるフォルダ構造モデル：
第 1階層：なんらかのカテゴリとし 10個固定

第 2階層：案件名フォルダとし第 1 階層のフォルダ

ごとに各 10個，各フォルダにおいて毎年対

象案件が 10%入れ替わるので 1年ごとに 1

個ずつ追加

第 3階層：年度フォルダとし 1年ごとに 1個ずつ追加

ファイル：第 3階層の各フォルダに 10個ずつ作成

このときのフォルダ数とファイル数の増加を図 7 に示

す．ファイル総数は同一であり，フォルダ総数についても

ほぼ同じ条件になっている．次節ではこの条件の下，両方
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図 7 利用モデルにおけるフォルダ数とファイル数の変化

Fig. 7 Increasing model of file and folder.

図 8 検索コストの比較（単年度）

Fig. 8 Searching cost (single year).

式に対して，利用モデルをあてはめて探索をするときのコ

ストを評価する．

5.2.3 利用モデル検証 1（単年度の検索コスト比較）

まず，前年度の資料を探すシーンにおいて，検索機能を

用いて探すケースの探索コストを検証する．ここで，共有

フォルダへの検索として，Windowsの標準の検索機能 [33]

でファイル名による検索や，Googleデスクトップの利用に

より代表的なファイル形式の中身まで検索する場合などを

想定している．探索コストとして，単純にファイルの増加

に比例して検索時間がかかることを評価する．1ファイル

への検索をコスト 1とし C1 = 1とする．

提案方式の場合，前年度のフォルダに対して検索をかけ

るため，前年度のファイルの総数は 1,000件であったので

C1 = 1000となる．第 1階層は年度ごとにフォルダを作成

するので，10年運用しても，どの年度への資料検索でも

同じ探索コストになる．一方，従来方式では，検索対象と

なる年度フォルダは第 3階層のため共有フォルダ全体に分

散して存在するため検索対象として絞ることが現実的でき

ない．そのため共有フォルダ全体に検索をかける利用方法

を前提として算出する．最初の年は前年度 1,000件に対す

る検索であるため C1 = 1,000であるが，毎年ファイルが

1,000件ずつ増えてゆく仮定のため，10年後には 10倍の

検索コスト C1 = 10,000がかかることになる（図 8）．

また，その他のコストとして，検索結果からの絞り込み

に対する探索コストについても同様のことがいえる．提案

方式の場合は年度に対して検索をかけるので検索結果とな

るファイル数もほぼ一定である．しかしながら，従来方式

の場合は，年数を重ねるごとに類似のファイルも増えてゆ

き，検索でヒットしたファイルの中から該当のファイルを

絞り込むためのコストも増えてゆき，単純計算では 10年

の運用で 10倍になると想定される．

5.2.4 利用モデル検証 2（単年度の探索コスト比較）

次に，前年度の資料を探すシーンにおいて，フォルダ構

造を順次たどるケースの探索コストを検証する．フォルダ

をたどる場合は，探索成功する場合と探索失敗する場合が

あることから，両方を考慮した探索に対する期待値で比

較することとする．評価にあたって，フォルダまたはファ

イルの確認するコストをどちらも 1 と仮定し探索コスト

C2 = 1とする．探索成功と探索失敗については単純化し

5割の確率とする．この場合，あるフォルダの中にファイ

ルがいくつかあり，探索成功した場合は 1回で目的のファ

イルを参照するのでそのときの探索コストは 1，探索失敗

した場合は，1回ファイルを参照し，次に該当のファイル

を参照することになるため探索コストは 2となる．このと

き，このフォルダの期待値は，探索成功時の探索コストと

探索失敗時の探索コストを足し，場合分けの数で割るので

期待値は，E = (1 + 2)/2 = 1.5となる．

上記の方法の下で，まず，提案方式のフォルダ構造の期

待値を計算する．前年度の資料を探すという行為に対し

て，第 1階層は年度であり，ここでは年度名が明記されて

いるため探索失敗は起こらないと仮定する．そのため第 1

階層の探索コストは 1となる．第 2階層については，提案

カテゴリフォルダなので探索成功と探索失敗の両方が起こ

りうる．探索成功の場合は，第 3階層およびファイルに対

しても，同様の探索成功と探索失敗のケースがある．探索

失敗の場合は，そのフォルダの配下のすべてのフォルダと

ファイルを検索することになるので，フォルダとファイル

の総和を探索コストとする．次に，従来方式の場合も同様

に計算する．第 1階層，第 2階層，ファイルにおいて提案

方式と同様の探索成功と探索失敗があり，同様の計算を行

う．第 3階層は年度フォルダのため同様に探索成功として

計算する．上記のようにして計算した結果を図 9 に示す．

これらの図から，期待値ベース探索コストを比較すると，

従来方式では運用年数が経つにつれてファイル探索のコス

トが増加するが，提案方式の場合は運用年数の影響を受け

ずに一定の探索コストになることが分かる．

5.2.5 利用モデル検証 3（複数年にまたがる検索コスト

比較）

次に，蓄積時期不明の資料を探すシーンにおいて，検索

機能を用いて探すケースの探索コストを検証する．ここで

のシミュレーションは，複数年度にわたる資料の検索を行
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図 9 探索コスト（単年度）

Fig. 9 Browsing cost (single year).

図 10 検索コスト（複数年度）

Fig. 10 Searching cost (plural years).

うことになる．蓄積されているものの全数探索では従来方

式・提案方式ともに差がでないため，10年分の資料の中か

ら任意の n年間の資料を探すという想定で検索コストを評

価した．検索コストの考え方は 5.2.3項と同じとする．

提案方式の場合，第 1階層が年度になっているため n = 1

の場合は 1年分に対して検索．n = 2の場合は 2年分に対

して検索，のように順次検索を行う．そのため検索コスト

は対象となる情報の量に応じて増加する．一方，従来方式

の場合，第 1カテゴリが年度ではないため年度で絞ること

ができない．そのため複数年度の資料を探す際に 2年以内

も 10年以内も同じ量のファイルに対して検索をかけるこ

とになる（図 10）．

5.2.6 利用モデル検証 4（複数年にまたがる探索コスト

比較）

最後に，蓄積時期不明の資料を探すシーンにおいて，フォ

ルダ構造を順次たどるケースの探索コストを検証する．こ

こでのシミュレーションも同様に，複数年度にわたる資料

の探索を行う．10年分の資料の中から任意の n年間の資

料を探すという想定で探索コストを評価した．探索コスト

の考え方は 5.2.4項と同じである．ただし，探索者はどこ

に正解の資料があるのか分からないので n年間のフォルダ

を順に探索し，最後の n年目の中に正解の資料があること

とする．そのため n − 1年間までのフォルダでは探索失敗

が生じる．

提案方式の場合，第 1階層が年度になっているため n年

まで順にフォルダを探索する．n − 1年間までのフォルダ

図 11 探索コスト（複数年度）

Fig. 11 Browsing cost (plural years).

では資料が見つからず探索が失敗するため，そのコストは

フォルダ数とファイル数に比例する．探索が成功する年度

においては 5.2.4項の運用 10年目の探索コストと同じで

ある．その結果 n年間の探索コストは探索失敗年度と探索

成功年度の総和で算出した．同様に，従来方式の場合も，

正解の資料が見つからない年度はその年度のフォルダ数と

ファイル数に比例した探索コスト，正解の資料が見つかる

年度の探索コストは 5.2.4項の運用 10年目の探索コスト，

n年間の探索コストは探索失敗年度と探索成功年度の総和

で算出した．ここでのシミュレーションは，フォルダ名の

妥当性による探索効率は無視しているため，探索コストは

どちらの場合も探索範囲が増えるに応じて探索コストが増

加する（図 11）．

6. 実験結果

まず，試行運用から分かることとして，単年度で見ると

組織として蓄積するべき情報や知識のカテゴリは偏ってい

る（図 5 と図 6）．これは，蓄積・継承するべき組織の知識

については，出現頻度や出現期間がカテゴリごとに異なる

と考えられる．しかしながら，その中で毎年必ず出現し大

多数を占めるのが活動の記録である．このことは，7つの

カテゴリの中で活動の記録が組織で共有するべき最も重要

な情報や知識であると考えられる．

次に長期運用によるフォルダ構造の評価を行う．今回い

くつかの利用モデルに対してシミュレーションを行った

が，シミュレーションはピンポイントでのコストデータで

あるので長期運用による影響評価の全体像には迫れない．

そこで，定常運用となる新しい情報の活用と蓄積情報の活

用となる古い情報の活用という観点で，シミュレーション

結果とこれまでの事例による知見を書き出して整理した

（表 7）．

表から分かることとして，従来方式の場合は必要なとき

に必要なフォルダを作ればよいのに対し，提案方式の場合

は運用当初に第 1階層と第 2階層にある程度のフォルダを

作る設定コストがかかる．

しかしながら，従来方式の場合は，運用年数が長くなる
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表 7 長期運用の影響評価

Table 7 Evaluation of shared folder structure.

につれて定常運用において蓄積情報が新しい情報の活用を

阻害する，直近の資料の検索・探索においてコストがかか

るなどの阻害要因が増加する．また，蓄積されている古い

情報の活用においても検索・探索・明確性の観点から情報

の活用が阻害される．

これに対して提案方式は，日常運用における新しい情報

の活用や直近の資料の検索・探索において運用年数の影響

を受けない．よって，任意の単年の情報・探索コストは一

定であり，古い情報の検索・探索であっても新しい情報の

活用や直近の資料の検索・探索と同じ検索・探索コストで

利用できる．一方，探す年度があいまいで複数の年度にま

たがって資料を探す際には，従来方式よりは効率的である

ものの検索・探索範囲の情報量に応じて検索・探索コスト

が増加する傾向にある．ただし，蓄積情報の分類そのもの

は明確性があるため，この特性を利用した仕組みの実現が

必要であることが分かった．

以上から，従来方式の共有フォルダは長期運用により利

便性（検索・探索コスト，蓄積情報の明解性）が低下して

ゆくことが分かった．一方，提案方式の共有フォルダは長

期運用により利便性が低下することなく情報を知識として

活用できる（=共有フォルダが死蔵されない構造である）

ことが分かった．

7. 考察

以上のことから，提案したフォルダ構造は，長期間の情

報の蓄積・継承に適しており，この仕組みを使うことによ

り，20年，30年という長期間の組織における情報の蓄積

が死蔵されることなく可能となり，蓄積された情報を活用

することにより組織知識の継承が有効になることが期待で

図 12 組織知識継承環境の必要性

Fig. 12 Knowledge-inheritance environment.

きることが分かった．

一方で，今回の観測期間中の事例検証においては，組織

構造が比較的安定した中で考察を行った．そのため，世の

中の急速な変化によって生じるドラスティックな組織の組

み換え，やめたことの記録，野中ら [2]の指摘しているハ

イパーテキスト型組織などについては取り上げていない．

このような条件を考慮するためには，組織知識の継承と組

織構造の変化を結び付けて検討する必要がある．見通しと

して，組織に紐づく情報を抽出し活用することによって蓄

積した情報や知識を有効に活用できると考えられる [34]．

具体的には，事例検証した組織においても単純ではある

ものの 10年間の間にいくつかの組織改編があった．表 4

の補佐担当の A～Dの時代においては，研究プロジェクト

はそのまま存続しているものの，研究グループの転出は

あった．Eにおいては，着任時には 2つのプロジェクトの

統合，任期途中で研究グループの入れ替え，後任への引継

ぎ時にはプロジェクトの分割があった．プロジェクトの統

合時は，統合された一方のプロジェクトでは組織改編・補

佐担当の世代交代を繰り返して引継ぎデータが事実上なく

なっていたため，研究グループの編入と等価であった．研

究グループの入れ替えやプロジェクトの分割では，同じ社

内でありノウハウの囲い込みの必要がないため単純に同じ

情報資産の共有で対応が可能であった．

しかしながら，組織の強みとしてコアな組織知識を囲い

込むという観点で考えれば，蓄積されている情報資産は組

織に紐づいて複雑な組織構造の変化が起こっても正しく継

承されるべきである．このような組織構造の変化が起こっ

たとき，共有フォルダの分割・統合・複製・移管などが複雑

に生じることが容易に類推される．このとき，蓄積情報を

組織の変化に対応して新しい組織の知識として必要な情報

が漏れなく継承させてゆくような組織知識の継承環境が必

要になり，実現方法については今後の課題である（図 12）．

8. おわりに

過去の出来事をふまえたうえで新しい時代に合わせて過

去の取り決めも再構成するような組織知識継承を実現する

には，素材となる過去からの情報や知識が蓄積され利用可

能な状態になっていることが必要である．現在，多くの組

織では共有フォルダを用いてボトムアップ的に情報を大量
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に蓄積している．しかしながら，多くの情報は情報管理の

属人化がおこり，長期の運用の中で組織のどこかには記録

が残っているはずだが誰も効果的に取り出すことができな

いという情報が死蔵された状態になり，組織知識の忘失が

おこりがちである．

そこで，長くにわたって死蔵することなく組織で蓄積さ

れ情報が知識として活用できるような状態はどのような形

態であるかを，10年間たっても内容が分かる共有フォルダ

構成と，数年で中身が分からなくなる共有フォルダの事例

を通して検討した．その結果，多くの共有フォルダでは，

そのときどきで必要な案件ごとや格納種別ごとに第 1階層

のフォルダを作ってしまいがちである．しかしながら，こ

の構造では長期間運用することによって原理的にファイル

が探しにくくなる．そこで，長期間運用するためには，第

1階層として年度単位にすること，第 2階層として知識分

類，第 3階層として案件ごとにフォルダを作成することが

効果的である．一般化していい換えると時間，知識分類案

件の順番で情報を蓄積することが長期間の運用で効率的で

あることが分かった．

また，組織として長期間にわたって蓄積・継承してゆく

べき組織の知識となりうる情報には有識者へのアンケート

から 7種類（体系化された知識に関する項目，スキルに関

する項目，記録に関する項目，考え方に関する項目，状況

に関する項目，方法に関する項目，インデックスに関する

項目）があることが分かった．この観点に基づいて試行運

用した共有フォルダ内の情報を分類すると，特に記録に関

する項目が必須であり，組織において蓄積するべき情報と

して最も重要であることが分かった．
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